
■県内の正規労働者、非正規労働者の実数と比率の推移 

 正規 構成比 非正規 構成比 

2002 年 211,900 72.4％ 80,300 27.5％ 

2007 年 194,600 67.3％ 94,200 32.6％ 

2012 年 183,200 64.9％ 99,200 35.1％ 

2017 年 183,000 64.0％ 103,100 36.0％ 

（総務省「就業構造基本調査」より） 

■県内の中小企業・小規模企業の推移 

 2004 年 2009 年 2014 年 

県内の全事業者数（者） 28,508 26,348 23,563 

うち中小企業者数（者） 28,480 26,319 23,537 

中小企業の割合 99.9％ 99.9％ 99.9％ 

うち小規模企業者数（者） 25,211 23,308 20,409 

小規模企業の割合 88.4％ 88.5％ 86.6％ 

（「経済センサス」より） 
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●地域経済支える中小企業――雇用の９２.３％を担う 

 島根県内の企業のうち、中小企業の割合は９９．９％です。また、そのうち小規

模企業の割合は、２０１４年では８６．６％であり、県内企業の大宗を中小企業・

小規模企業が占めています（右上表参照）。従業者数についても、２０１４年の県

内従業者総数１８万７８８７人のうち、中小企業が１７万３３３４人と９２．３％

を占め、うち小規模企業の割合は３６．４％（６万８３１２人）と県内事業者数の

大多数を占めています。 
 
●地域の力を生かす産業振興で地域の活性化を 

 島根県は１９９６～２０１７年度までの２２年間で３０４億９３７２万９千円

もの「企業立地促進助成金」を支出してきました。誘致企業には多額の補助金を支

出する一方、中小企業や地場産業の支援・振興のための施策は不十分であり、地域

経済の疲弊を食い止めることはできていません。地元中小企業・小規模企業が元気

になってこそ、地域経済再生の道がひらかれます。 
 
●県内でも増加する非正規雇用――３人に１人が非正規労働者 

 県内の正規労働者は減少する一方、パートやアルバイト、派遣社員、嘱託などの

非正規労働者が増加しています（右下表参照）。 

経済的自立が困難な「ワーキングプア」といわれる年収２００万円未満で働く労

働者は実に４割に上っています。雇用は正社員が当たり前、最低賃金時給１０００円以上の実現は急務です。 
 
●日本共産党の政策 

 ◆すべての中小企業・地場産業・商店街を視野に入れた振興・支援策に転換します。◆中小企業振興条例・小規模企業振興条例

を制定します。◆住宅リフォーム助成や小規模工事登録制度を創設・改善します。◆非正規から正規雇用への転換を促進し、安定

した雇用を守り、増やします。◆「官製ワーキングプア」をなくします。◆ブラック企業規制条例制定など、ブラック企業・ブラ 

ックバイトを厳しく規制します。 
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日本共産党県議団（尾村利成、大国陽介県議）の議会論戦を紹介しながら、県政をめぐる諸課題（医療・介護・福祉、原発、
雇用・経済、教育、農業など）について連載していきます。今回は雇用・経済について取り上げます。 
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